
１．宇城広域連合に係る財務書類４表の概要と相互関係

借　方 貸　方 借　方 貸　方 借　方 貸　方

経常収益

負　債 2.2億円
経常費用 純行政コスト 財 源

資　産 45.8億円 26.8億円 24.6億円 30.9億円

119.2億円

　うち

現金預金

4.9億円 純 資 産 前年度末残高

67.1億円
73.4億円 26.8億円 2.2億円

宇城広域連合

　決算年度 ・・・・ 令和2年度（R3.3.31現在）

固定資産等の変動 　会計区分 ・・・・ 一般会計等

0.0億円 　会計モデル ・・・ 統一的な基準（日々仕訳）

　関係市町 ・・・・ 宇土市・宇城市・美里町

119.2億円 45.8億円 24.6億円 98.0億円

２．宇城広域連合財務書類の分析（目的別・施設別）

総額 目　的　別

福祉 環境衛生 消防 総務

分　析　指　標 施　設　別

火葬場 ごみ処理場 し尿処理場 その他

龍燈苑 寂静の里 宇土清掃センター 宇城クリーンセンター 浄化センター

（資産形成度）

BS-1 住民一人当たりの資産額 113,647円 95円 76,044円 6,409円 22,831円 22,025円 19,676円 39,839円 223円 26,949円 10,560円

BS-2 有形固定資産行政目的別割合 100.0% 0.0% 80.3% 7.9% 3.0% 11.5% 18.4% 59.2% 0.0% 19.2% 0.5%

BS-3 歳入額対資産比率（年） 2.095 0.330 2.658 6.068 6.425 22.786 3.117 1.987 0.429 1.123 7.758

BS-4 資産老朽比率 82.0% 0.0% 82.8% 40.1% 70.5% 86.7% 86.6% 79.5% 0.0% 77.8% 91.9%

（世代間公平性）

BS-5 純資産比率 61.5% 95.4% 59.9% 64.2% 99.6% 83.1% 89.5% 37.0% 90.1% 51.2% 99.7%

BS-6 社会資本等形成の将来世代負担比率 53.0% 0.0% 46.7% 38.4% 0.1% 17.5% 16.9% 65.1% 0.0% 80.2% 2.1%

（持続可能性）

BS-7 住民一人当たりの負債額 43,704円 4円 30,507円 2,297円 101円 3,726円 2,075円 25,088円 22円 13,163円 30円

CF-1 基礎的財政収支（プライマリーバランス） △ 1,895,270,995円 37,280円 △ 1,489,493,156円 45,630,118円 4,056,262円 22,756,191円 8,034,621円 △ 1,569,280,074円 △ 690,274円 △ 410,305,848円 4,490,729円

（効率性）

PL-1 住民一人当たりの純経常行政コスト 23,459円 291円 8,787円 594円 3,093円 1,656円 5,112円 1,644円 528円 13,112円 1,269円

PL-2 住民一人当たりの純行政コスト 23,463円 291円 8,787円 594円 3,093円 1,656円 5,112円 1,644円 528円 13,115円 1,269円

（弾力性）

NW-1 行政コスト対税収等比率 82.4% 101.6% 87.5% 70.7% 110.6% 171.4% 113.0% 46.2% 101.4% 77.7% 99.7%

（自立性）

PL-3 受益者負担の割合 8.0% -0.6% 18.9% 26.2% 19.0% 0.0% 25.8% 0.0% -1.9% -0.5% 5.7%

資金収支計算書
（ Cash Flow statement ）

貸　借　対　照　表
（ Balance Sheet ）

行政コスト計算書 純資産変動計算書
（ Net Worth statement ）（ Profit and Loss statement ）

純行政

コスト

24.6億円

本年度末

残高

73.4億円

業務活動収支

投資活動収支

財務活動収支

本年度末

残高

前年度末残高
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３．財務書類の分析指標の説明等

（資産形成度）　　・・・・・　将来世代に残る資産はどのくらいあるか？

BS-1 住民一人当たりの資産額

（説明） 資産額を住民基本台帳人口で除して住民一人当たり資産額とすることにより、わかりやすい情報となるとともに、他団体との比較が容易になります。

※ 目的別については、宇城広域連合の関係市町である宇土市（36,923人）、宇城市（58,338人）及び美里町（9,662人）を合計した住基人口104,923人（令和3年1月1日現在）で除しています。

※ 施設別については、宇城広域連合の環境衛生に係る各施設について、関係市町等の住基人口（令和3年1月1日現在）でそれぞれ除しています。そのため、施設別の合計額と目的別の環境衛生費の額は一致しません。

（算出） 住民一人当たりの資産額 ＝ BS資産合計 ÷ 住基人口

BS-2 有形固定資産行政目的別割合

（説明） 有形固定資産の行政目的別（福祉、環境衛生、消防等）の割合を算出することにより、行政分野ごとの社会資本形成の比重の把握が可能となります。

これを経年比較することにより、行政分野ごとに社会資本がどのように形成されてきたかを把握することができ、また、類似団体との比較により資産形成の特徴を把握し、今後の資産整備の方向性を検討するのに役立てることができます。

（算出） 有形固定資産の目的別割合 ＝ BS目的別の有形固定資産 ÷ BS有形固定資産の総額

BS-3 歳入額対資産比率

（説明） 当該年度の歳入総額に対する資産の比率を算出することにより、これまでに形成されたストックとしての資産が、歳入の何年分に相当するかを表し、地方公共団体の資産形成の度合いを測ることができます。

（算出） 歳入額対資産比率 ＝ BS資産合計 ÷ 歳入総額　CF（ 業務収入 ＋ 臨時収入 ＋ 投資活動収入 ＋ 財務活動収入 ）

BS-4 資産老朽化比率

（説明） 有形固定資産のうち、償却資産の取得価額等に対する減価償却累計額の割合を算出することにより、耐用年数に対して資産の取得からどの程度経過しているのかを全体として把握することができます。

（算出） 資産老朽化比率 ＝ BS減価償却累計額の合計 ÷ BS償却資産に係る取得価額等の合計

（世代間公平性）　・・・・・　将来世代と現世代との負担の分担は適切か？

BS-5 純資産比率

（説明） 地方公共団体は、地方債の発行を通じて、将来世代と現世代の負担の配分を行います。したがって、純資産の変動は、将来世代と現世代との間で負担の割合が変動したことを意味します。

純資産の減少は、現世代が将来世代にとっても利用可能であった資源を費消して便益を享受する一方で、将来世代に負担が先送りされたことを意味します。

逆に、純資産の増加は、現世代が自らの負担によって将来世代も利用可能な資源を蓄積したことを意味すると捉えることもできます。

（算出） 純資産比率 ＝ BS純資産の合計 ÷ BS資産の合計

BS-6 社会資本等形成の将来世代負担比率

（説明） 社会資本等について将来の償還等が必要な負債による形成割合（公共資産等形成充当負債の割合）を算出することにより、社会資本等形成に係る将来世代の負担の比重を把握することができます。

（算出） 社会資本等形成の将来世代負担比率 ＝ 公共資産等形成充当負債（ BS地方債 ＋ BS１年内償還予定地方債 ） ÷ BS有形固定資産

（持続可能性）　・・・・・　財政に持続可能性があるか（どのくらい借金があるか）？

BS-7 住民一人当たりの負債額

（説明） 負債額を住民基本台帳人口で除して住民一人当たり負債額とすることにより、住民にとってわかりやすい情報となるとともに、他団体との比較が容易となります。

※ 目的別については、宇城広域連合の関係市町である宇土市（36,923人）、宇城市（58,338人）及び美里町（9,662人）を合計した住基人口104,923人（令和3年1月1日現在）で除しています。

※ 施設別については、宇城広域連合の環境衛生に係る各施設について、関係市町等の住基人口（令和3年1月1日現在）でそれぞれ除しています。そのため、施設別の合計額と目的別の環境衛生費の額は一致しません。

（算出） 住民一人当たりの負債額 ＝ BS負債合計 ÷ 住基人口

CF-1 基礎的財政収支（プライマリーバランス）

（説明） 資金収支計算書上の業務活動収支（支払利息支出を除く。）及び投資活動収支（基金積立支出及び基金取崩収入を除く。）の合算額を算出することにより、地方債等の元利償還額を除いた歳出と、地方債等発行収入を除いた歳入のバランス

を示す指標です。

当該バランスが均衡している場合には、経済成長率が長期金利を下回らない限り経済規模に対する地方債等の比率は増加せず、持続可能な財政運営であるといえます。

（算出） 基礎的財政収支 ＝ CF業務活動収支 ＋ CF支払利息支出 ＋ CF投資活動収支 ＋ CF基金積立金支出 － CF基金取崩収入

（効率性）　・・・・・　行政サービスは効率的に提供されているか？

PL-1 住民一人当たりの純経常行政コスト

（説明） 行政コスト計算書で算出される純経常行政コスト（純行政コストから臨時損益と臨時収益を除いたもの）を住民基本台帳人口で除して住民一人当たり行政コストとすることにより、地方公共団体の行政活動の効率性を測定することができます。

※ 目的別については、宇城広域連合の関係市町である宇土市（36,923人）、宇城市（58,338人）及び美里町（9,662人）を合計した住基人口104,923人（令和3年1月1日現在）で除しています。

※ 施設別については、宇城広域連合の環境衛生に係る各施設について、関係市町等の住基人口（令和3年1月1日現在）でそれぞれ除しています。そのため、施設別の合計額と目的別の環境衛生費の額は一致しません。

（算出） 住民一人当たりの純経常行政コスト ＝ PL純経常行政コスト ÷ 住民基本台帳人口
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PL-2 住民一人当たりの純行政コスト

（説明） 行政コスト計算書で算出される純行政コストを住民基本台帳人口で除して住民一人当たり行政コストとすることにより、地方公共団体の行政活動の効率性を測定することができます。

※ 目的別については、宇城広域連合の関係市町である宇土市（36,923人）、宇城市（58,338人）及び美里町（9,662人）を合計した住基人口104,923人（令和3年1月1日現在）で除しています。

※ 施設別については、宇城広域連合の環境衛生に係る各施設について、関係市町等の住基人口（令和3年1月1日現在）でそれぞれ除しています。そのため、施設別の合計額と目的別の環境衛生費の額は一致しません。

（算出） 住民一人当たりの純行政コスト ＝ PL純行政コスト ÷ 住民基本台帳人口

（弾力性）　・・・・・　資産形成等を行う余裕はどのくらいあるか？

NW-1 行政コスト対税収等比率

（説明） 税収等の一般財源等に対する行政コストの比率を算出することによって、当該年度の税収等のうち、どれだけが資産形成を伴わない行政コストに費消されたのかを把握することができます。

この比率が100％に近づくほど資産形成の余裕度が低いといえ、さらに100％を上回ると、過去から蓄積した資産が取り崩されたことを表します。

（算出） 行政コスト対税収等比率 ＝ △NW純行政コスト ÷ NW税収等

（自立性）　・・・・・　歳入はどのくらい税収等で賄われているか（受益者負担の水準はどうなっているか）？

PL-3 受益者負担の割合

（説明） 行政コスト計算書の経常収益は、使用料・手数料など行政サービスに係る受益者負担の金額ですので、これを経常費用と比較することにより、行政サービスの提供に対する受益者負担の割合を算出することができます。

（算出） 受益者負担の割合 ＝ PL経常収益 ÷ PL経常費用
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